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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第153期
第１四半期
連結累計期間

第154期
第１四半期
連結累計期間

第153期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 34,756 36,792 162,679

経常利益 (百万円) 2,624 3,617 15,961

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 1,408 2,438 10,241

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,233 4,111 13,504

純資産額 (百万円) 129,866 147,820 145,153

総資産額 (百万円) 189,150 212,330 211,117

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 8.79 15.22 63.9

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.0 66.9 66.1
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため、当該欄は

「―」と記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、緩やかな成長が続きました。

米国経済は、雇用の安定とともに個人消費も底堅く、総じて堅調に推移しました。欧州経済は緩やかな回復が続き

ました。中国経済は政府のインフラ投資等の効果もあり回復が進み、その他のアジア新興諸国経済は斑模様ですが、

緩やかに回復しています。

わが国経済は、輸出企業を中心に回復基調で推移いたしました。

工作機械の需要動向につきましては、北米市場では、設備投資マインドの改善が見られ、自動車や航空機関連から

の需要増加に加え、オイル・ガス関連からの需要も緩やかながら発現いたしました。欧州市場では自動車関連を中心

に堅調に推移いたしました。中国市場では、電気・精密関連の需要が高まるとともに、ロボット、減速機、自動車関

連、建設機械など、幅広い業種で設備投資が進みました。

国内市場では、半導体製造装置、ロボット、減速機関連からの需要が好調であり、中小企業の設備投資も、海外経

済の回復と政府の補助金の効果もあり、回復基調で推移いたしました。

このような状況の下、当グループは、付加価値の高い製品・サービスの提供とIoTを活用したオークマスマートファ

クトリーの取り組みを積極的にPRし、受注・売上・収益の拡大に努めてまいりました。

販売戦略におきましては、本年４月に北京市で開催されました「第15回中国国際工作機械展覧会（CIMT2017）」に

出展し、オークマブランドの浸透を図りました。また、中国の製造子会社である北一大隈(北京)机床有限公司で生産

予定の横形マシニングセンタ「MBR-5000H-e」をロボット付の仕様で展示し、中国市場で自動化・無人化ニーズに対応

する戦略マシンとしてアピールいたしました。販売・サービス拠点の強化では、４月に韓国の現地法人Okuma Korea

Corporationを設立いたしました。中国では、ショールームを併せ持つ広州テクニカルセンターを６月に開設し、中国

南部の市場開拓と顧客サポートの強化を図りました。

国内市場では、５月に「オークママシンフェア2017」を本社工場で開催いたしました。今回のマシンフェアは、

オークマスマートファクトリーの第２弾となるDS2（Dream Site2）部品工場の披露を兼ねて、来年１月に迎える当社

の創業120周年の記念イベントとして開催し、日本及びアジアの顧客を中心に8,000人を超える来場者がありました。

マシンフェアの会場では、当社の知能化技術を搭載したスマートマシンの展示と、IoTを活用したスマートマニュ

ファクチャリングのソリューションを解り易く提案いたしました。そして、DS2部品工場を見学していただき、オーク

マスマートファクトリーによる高効率生産をPRいたしました。

技術戦略におきましては、コンパクトながら高い加工能力を持つインテリジェント複合加工機「MULTUS B250Ⅱ」や

大物難削材の部品加工に適した大型２サドルCNC旋盤「LU7000EX」を開発いたしました。また、グローバル戦略機種で

あるプレミアムエコシリーズ「GENOS L」のニューモデルを開発いたしました。次世代の工程集約マシンの開発では、

超複合加工機「LASER EX」シリーズの機種展開を図りました。

製造戦略におきましては、DS1及び既存工場における部品加工の進捗管理の精度を高め、生産性向上を図りました。

また、本年３月に稼働を開始いたしましたDS2部品工場の生産立ち上げに注力いたしました。
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これらの事業戦略を確実に実行してまいりました結果、当第１四半期連結累計期間の連結受注額は463億９百万円

（前年同四半期比27.1％増）、連結売上高は367億92百万円（前年同四半期比5.9％増）、営業利益は32億80百万円

（前年同四半期比23.1％増）、経常利益は36億17百万円（前年同四半期比37.8％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は24億38百万円（前年同四半期比73.1％増）となりました。

 

次に、セグメント別の状況は、次のとおりであります。

　

①　日本

世界経済が緩やかな成長を続ける中、国内経済は、輸出企業を中心に回復基調で推移しました。半導体製造装

置、ロボット、減速機関連からの需要が好調であり、中小企業の設備投資も、海外経済の回復と政府の補助金の

効果もあり、回復基調で推移しました。

その結果、売上高は313億64百万円（前年同四半期比7.7%減）となりました。損益面では、DS1（Dream Site1）

及び既存工場における部品加工の進捗管理の精度を高める等、生産効率の向上とコストダウンを進めた結果、営

業利益は24億71百万円（前年同四半期比4.4%減）となりました。

　

②　米州

米国経済は、雇用の安定とともに個人消費も底堅く、総じて堅調に推移しました。設備投資マインドの改善が

見られ、自動車や航空機関連からの需要増加に加え、オイル・ガス関連からの需要も緩やかながら発現しまし

た。

その結果、売上高は97億96百万円（前年同四半期比12.4%増）、営業利益は２億89百万円（前年同四半期比

26.7%減）となりました。

　

③　欧州

欧州経済は緩やかな回復が続き、自動車関連を中心に需要は堅調に推移しました。

その結果、売上高は63億12百万円（前年同四半期比21.9%増）、営業利益は89百万円（前年同四半期連結累計期

間の営業損失は２百万円）となりました。

　

④　アジア・パシフィック

中国では、政府のインフラ投資等の効果もあり景気回復が進み、電気・精密関連の需要が高まるとともに、ロ

ボット、減速機、自動車関連、建設機械など、幅広い業種で設備投資が進みました。その他アジア新興諸国で

は、経済は斑模様ですが、緩やかに回復し、需要は底堅く推移しました。

その結果、売上高は45億55百万円（前年同四半期比8.6%増）、営業利益は２億77百万円（前年同四半期比29.1%

減）となりました。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当グループの研究開発費の総額は、10億36百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 493,862,000

計 493,862,000
 

(注) 平成29年６月27日開催の第153期定時株主総会において、当社普通株式について、５株を１株の割合で併合する

旨、及び株式併合の効力発生日である平成29年10月１日をもって発行可能株式総数を493,862,000株から

98,772,400株に変更する定款変更を行う旨が承認可決されております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 168,775,770 168,775,770
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第一部

単元株式数は1,000株であります。

計 168,775,770 168,775,770 ― ―
 

(注)　平成29年６月27日開催の第153期定時株主総会において、株式併合の効力発生日である平成29年10月１日をもっ

て単元株式数を1,000株から100株に変更する定款変更を行う旨が承認可決されております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年６月27日 ― 168,775 ― 18,000 △15,000 24,951
 

(注) 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分
株式数
(株)

議決権の数
(個)

内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通
株式

8,373,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通
株式

159,410,000
 

159,410 ―

単元未満株式
普通
株式

992,770
 

― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 168,775,770 ― ―

総株主の議決権 ― 159,410 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１千株（議決権１個）含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式720株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
オークマ株式会社

愛知県丹羽郡大口町下小口
５丁目25番地の１

8,373,000 ― 8,373,000 4.96

計 ― 8,373,000 ― 8,373,000 4.96
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 51,836 52,216

  受取手形及び売掛金 34,617 29,811

  電子記録債権 962 897

  たな卸資産 45,933 49,039

  その他 10,347 8,629

  貸倒引当金 △193 △189

  流動資産合計 143,504 140,405

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 20,110 20,601

   リース資産（純額） 1,950 1,810

   その他（純額） 16,069 17,834

   有形固定資産合計 38,130 40,246

  無形固定資産 2,664 2,624

  投資その他の資産   

   投資有価証券 23,875 26,210

   その他 3,006 2,905

   貸倒引当金 △63 △62

   投資その他の資産合計 26,818 29,053

  固定資産合計 67,613 71,925

 資産合計 211,117 212,330
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 13,405 15,084

  電子記録債務 16,115 15,579

  短期借入金 2,395 1,791

  リース債務 553 532

  未払法人税等 830 1,353

  賞与引当金 2,660 1,320

  役員賞与引当金 127 31

  製品保証引当金 296 289

  その他 11,486 10,365

  流動負債合計 47,872 46,348

 固定負債   

  社債 10,000 10,000

  リース債務 1,459 1,330

  役員退職慰労引当金 11 -

  退職給付に係る負債 2,624 2,437

  その他 3,996 4,394

  固定負債合計 18,091 18,162

 負債合計 65,963 64,510

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,000 18,000

  資本剰余金 41,707 41,707

  利益剰余金 82,113 83,108

  自己株式 △6,854 △6,855

  株主資本合計 134,966 135,960

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,621 8,616

  繰延ヘッジ損益 9 -

  為替換算調整勘定 △1,384 △873

  退職給付に係る調整累計額 △1,706 △1,662

  その他の包括利益累計額合計 4,540 6,080

 非支配株主持分 5,646 5,779

 純資産合計 145,153 147,820

負債純資産合計 211,117 212,330
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 34,756 36,792

売上原価 24,100 25,563

売上総利益 10,655 11,229

販売費及び一般管理費 7,990 7,948

営業利益 2,665 3,280

営業外収益   

 受取利息 15 16

 受取配当金 233 428

 持分法による投資利益 15 16

 その他 118 100

 営業外収益合計 382 562

営業外費用   

 支払利息 28 19

 為替差損 244 2

 その他 149 202

 営業外費用合計 423 225

経常利益 2,624 3,617

特別損失   

 工場再構築費用 208 -

 特別損失合計 208 -

税金等調整前四半期純利益 2,416 3,617

法人税等 878 1,099

四半期純利益 1,537 2,518

非支配株主に帰属する四半期純利益 128 80

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,408 2,438
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 1,537 2,518

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,610 973

 繰延ヘッジ損益 - △9

 為替換算調整勘定 △3,259 563

 退職給付に係る調整額 104 43

 持分法適用会社に対する持分相当額 △4 22

 その他の包括利益合計 △4,770 1,593

四半期包括利益 △3,233 4,111

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △3,115 3,978

 非支配株主に係る四半期包括利益 △117 132
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　有形固定資産の減価償却方法について、従来、在外連結子会社を除き主として定率法を採用しておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　この変更は、当社において新工場DS2（Dream Site2）部品工場が本格的に稼働を開始することを契機として、現状

の有形固定資産の費用発生の態様を改めて検証した結果、生産設備等における費用発生の態様は、急激な経済的減価

や物理的減価は見込まれず、長期安定的な稼働による減価が見込まれるため、定額法による費用認識が経済実態と整

合すること、また、グローバル化の推進により海外拠点の重要性が高まっていることから、減価償却方法を定額法に

統一することが、より合理的であると判断したことによるものであります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益はそれぞれ148百万円増加しております。
 

　
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。
 

　
(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

（株式併合及び単元株式数の変更について）

平成29年６月27日開催の第153期定時株主総会において、平成29年10月１日を効力発生日とする株式併合（普通株

式５株につき１株の割合で併合）及び単元株式数の変更（1,000株を100株に変更）に係る議案が承認可決されまし

た。これにより、当社の発行済株式総数は493,862,000株から98,772,400株となる見込みであります。

 
１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 43.95 76.08
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　 保証債務

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

販売先のリース料支払に対する債務保証 110百万円 99百万円
 

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 1,267百万円 1,211百万円
 

　
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,604 10 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,443 9 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益　
計算書
計上額
（注）２

日本 米州 欧州
アジア・パ
シフィック

計

売上高        

　外部顧客への売上高 19,062 8,687 5,153 1,851 34,756 ― 34,756

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14,906 27 23 2,344 17,302 △17,302 ―

計 33,969 8,715 5,177 4,195 52,058 △17,302 34,756

セグメント損益 2,585 395 △2 392 3,370 △704 2,665
 

　（注）１. セグメント損益の調整額△704百万円は、未実現利益の消去他であります。

　　　　２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益　
計算書
計上額
（注）２

日本 米州 欧州
アジア・パ
シフィック

計

売上高        

　外部顧客への売上高 18,052 9,783 6,281 2,674 36,792 ― 36,792

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13,311 13 30 1,880 15,235 △15,235 ―

計 31,364 9,796 6,312 4,555 52,028 △15,235 36,792

セグメント利益 2,471 289 89 277 3,128 152 3,280
 

　（注）１. セグメント利益の調整額152百万円は、未実現利益の消去他であります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、有形固定資産の減価償却方

法について、従来、在外連結子会社を除き主として定率法を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り定額法に変更したことに伴い、事業セグメントの有形固定資産の減価償却方法を同様に変更しております。

この変更は、当社において新工場DS2（Dream Site2）部品工場が本格的に稼働を開始することを契機として、現

状の有形固定資産の費用発生の態様を改めて検証した結果、生産設備等における費用発生の態様は、急激な経済的

減価や物理的減価は見込まれず、長期安定的な稼働による減価が見込まれるため、定額法による費用認識が経済実

態と整合すること、また、グローバル化の推進により海外拠点の重要性が高まっていることから、減価償却方法を

定額法に統一することが、より合理的であると判断したことによるものであります。

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第１四半期連結累計期間の「日本」のセグメント利益が148

百万円増加しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 8円79銭 15円22銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,408 2,438

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,408 2,438

   普通株式の期中平均株式数(千株) 160,277 160,268
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成29年８月８日

オークマ株式会社

取締役会  御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴　木　基　仁   印

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   梶　田　哲　也   印

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   玉　田　貴　彦   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオークマ株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オークマ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社

は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用していたが、当第１四半期連結会計期間よ

り、定額法に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

オークマ株式会社(E01481)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

